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自治体 寝屋川市 守口市 

担当課 危機管理部 人権・男女共同参画課 市民生活部人権市民相談課 

被爆８０年の今年の特別の取り
組み 
日本被団協のノーベル平和賞受
賞に関連して、貴自治体として
のイベントや取り組みの有無 

イベントとしては、「人として当たり前に
生きる権利を考えるつどい」を開催し、
その企画内容として、非核平和に関す
る内容を取り入れて開催予定。 

毎年「平和のつどい」を開催して
いるが、「守口の被爆者の体験
記」の朗読や「守口市原爆被害
者の会」の講演を予定している 

財政難やコロナ禍の下、貴自治
体における非核・平和施策を実
施される上での問題点や工夫さ
れた点 

特になし 
 

より多くの市民（こどもからおとな 
まで）参加してもらえるように工夫
している。 

児童、生徒、住民及び職員への
啓発活動や施策内容（平和学習
や広島長崎等への研修旅行につ
いてのサポート等） 

平和祈念展示 12月６日(土曜日)寝屋
川市立市民会館「人として当たり前に
生きる権利を考えるつどい」内で、戦時
中の資料を展示。黙祷（庁内放送）寝
屋川市民等来庁者に対し、広島・長崎
原爆投下日、終戦記念日に黙祷の呼
びかけ 

黙とうの周知 

常設の非核・平和資料館または
施設 

常設の資料館は未設置ですが、初本
町公園に平和の塔のモニュメントを設
置。 

なし 

住民や団体が実施するピースフ
ェスタ、国民平和大行進等、草
の根運動への後援・施策や対応 

核兵器廃絶を訴え平和行進を実施す 
る団体の受け入れや、市長、議長から
のメッセージの対応。 

メッセージでの対応 

予算 
令和７年度の非核・平和に関する予算
額 60,000円 

８５,０００円 
 

日本非核宣言自治体協議会への
加盟状況 

日本非核宣言自治体協議会：平成 17
年５月 10日加盟 

未加盟 

首長や自治体としての非核・平
和問題、核兵器禁止条約につい
ての取り組み状況 

現在のところ取り組み予定はなし 平和のつどいを毎年３日間開催
（今年度は７月２９・３０・３１日） 

政府に対して核兵器禁止条約の
署名・批准を求める、貴自治体
の議会での意見書採択等、今後
なさる予定 

現在のところ取り組み予定はなし 特になし 

福島原発事故被災者関係   

①避難者数 令和７年４月１日現在 ３世帯、９人 不明 

②被災・避難者に対する対応 
大阪府下避難者支援団体等連絡協議
会から送付される郵便物の転送等。
（危機管理部防災課が対応） 

不明 
 

放射線測定器の所有の有無及び
種類、活用状況 

   

①消防署での所有の有無と種類 

個人用線量計（ポケット線量計）空間線
量計（GM計数管式）・表面汚染検査計
（GM計数管式）、管内の病院施設等に
おける RI事故等に備えるため。緊急消
防援助隊等で管外へ派遣され、N災害
の恐れがある際に対応するため。 

国から支給されている個人線量
計、ガンマ及び X線用線量率
計、表面汚染検査計を所有 
 

②自治体での所有の有無と種類 

電離箱式サーベイメータ        
医療機関がエックス線装置を備え付け 
た際に、現地確認を行い放射線が適 
切に遮蔽されているかを検査するため 

なし 

③市民への貸出状況 実施していない 実施していない 

④活用状況 

医療機関からエックス線装置の許可申
請や届出があれば、構造設備の確認
と合わせ放射線が適切に遮蔽されてい
るか、放射線測定器を用いて現地確
認をしている。 

活用実績なし 

地下核実験や未臨界核実験等へ
の抗議状況 

  

地下核実験や未臨界核実験等へ
の抗議状況 

核兵器実験等に対して抗議文を送付
している。直近では、令和６年５月 22
日にアメリカ合衆国における臨界前核
実験に対し抗議文を送付した。 

原則抗議文を発出 
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自治体 寝屋川市 守口市 

ロシア政府のウクライナ侵攻に
ついて、貴自治体及び議会での
抗議状況や対応について 
 

令和４年２月 28日寝屋川市が加盟し
ている日本非核宣言自治体協議会に
おいて抗議文を送付した。 寝屋川市
議会においては、令和４年３月２日にロ
シアのウクライナに対する侵略を強く
非難することを決議した。 

市及び市議会からロシアへ抗議 
文を送付 
 

ウクライナに対する支援などの
対応について 

国・府からの情報を収集するとともに、 
本市に避難された場合における支援の 
内容について、関係課と連携しながら 
検討を進めている。 

日本赤十字社大阪府支部守口 
市地区にて義援金の受付を継
続している救援金を受付して 

いる 

イスラエルによるガザ地区に対
するジェノサイドについての抗
議や中東での紛争についての抗
議状況及び取り組み 

特になし 
なし 
 

姉妹都市・友好都市との国際交
流や非核平和等に関する交流 

令和６年度は５月に中国上海市黄浦区 
より公式訪問団を受入、また、１１月に 
はアメリカニューポートニューズ市より 
市民訪問団を受入した。令民和７年 
度は６月に中国上海市黄浦区より公式 
訪問団を受け入れ、また、令和８年３月 
にアメリカニューポートニューズ市へ市 
民訪問団を派遣予定。非核平和に関 
する交流実績はオンライン含めなし。ロ 
シアやウクライナと姉妹都市・友好都市 
関係ではない。 

なし（ロシア、ウクライナの都市
と姉妹・友好都市の提携もなし） 

自治体から自衛隊への名簿提出
について   

18歳と 2２歳の住民基本情報の
自衛隊への提出は 

提出している 

自衛隊法施行令第 120条に基
づく防衛大臣からの資料提供依
頼がある場合、自衛官候補生
の募集のために必要な住民基
本情報を提供。 

提出されている場合、その法的
根拠と、その提出形式。 

同法 同法及び同法施行令の規定に基づき
提出。 
紙媒体で提出。 

紙媒体もしくはデータにて提出 

提出されている場合「除外申
出」できることの住民への周知
とその方法 

除外申出の申請方法を広報や市ホー

ムページを用いて周知している。 
 

市のホームページ及び広報誌 
において、除外申し出を周知し 
ている 

被爆者数 
11１名（令和７年度健康診断受診対象
者から） ３７名 

内認定被爆者数 
寝屋川市保健所にて認定被爆者の申
請受付は行っているが、申請結果の通
知等は市に下りてこないため、不明 

2名 

被爆者団体名 寝屋川市原爆被害者の会（広長友の
会） 

「守口市原爆被害者の会」があ
ったが、高齢化のため行政的に
は活動休止 

被爆者援護施策 一世に対する健康診断（年２回） なし 
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自治体 門真市 大東市 

担当課 人権市民相談課 市民生活部人権室 

被爆８０年の今年の特別の取り組み 
日本被団協のノーベル平和賞受賞に
関連して、貴自治体としてのイベン
トや取り組みの有無 
 

被爆 80年の取組としては、毎年実
施している非核平和パネル展に加
え、被爆体験伝承講話会を開催す
る予定。日本被団協がノーベル平
和賞を受賞されたことに関連して
のイベント等は、実施していない。 

特別の平和事業については、本市
主催の平和に関する映画会等で
テーマに終戦８０周年の冠を掲げ
る。 

財政難やコロナ禍の下、貴自治体に
おける非核・平和施策を実施される
上での問題点や工夫された点 

平和学習等の時間については、各
教科の学習内容と関連付けて、よ
り効率的・効果的に進められるよう
に取り組んでいる。特別な予算を
立てるのではなく、すでにある資料
教材の使用や、体験については校
外学習の中で実施するなどし、市
の財政状況の影響を受けることが
ないよう、各校において、系統立て
て計画、実施する予定。住民への
啓発活動や施策として、令和 6年
度はピースおおさかより非核平和パ
ネル及び現物資料をお借りし、市
施設において自由に観覧いただけ
る手法で実施し、観覧後アンケート
については、紙面の他 web フォー
ムからも回答できるようにした。 

各非核・平和事業を行う際に体調
の悪い方には来場を控えるように
促した。 

児童、生徒、住民及び職員への啓発
活動や施策内容（平和学習や広島長
崎等への研修旅行についてのサポー
ト等） 

大阪府教育庁や各関係機関より提
供を受けた平和教育に関する教材
や外部講師の派遣に関する情報を
各学校に周知し、教科としての授
業における戦争に関する学習のほ
か、道徳の時間等を通して児童・
生徒に啓発を行い、さらなる充実を
図る。上記②設問回答と同様、児
童、生徒、住民への啓発活動や施
策として、非核平和に関するパネ
ル及び当時の現物資料の展示を
実施した。また、例年、市広報紙等
で原爆死没者の慰霊の黙とう（８月
６日、９日）および職員への非核・平
和に係る啓発活動の一貫として、
庁内イントラネットで原爆死没者の
慰霊の黙とう（８月６日、９日）の呼
びかけを行っており、終戦記念日
である 8月 15日も同様の対応を
行っている。 

千羽鶴の作成、 
広報誌や防災行政無線を使って、
広島・長崎の原爆投下時刻、終戦記
念日の正午に黙祷、 
平和パネル展・平和なまち絵画展の
開催、親と子で平和を考えるつどい
の実施、平和バスツアー、 
平和に関する映画会の実施 

常設の非核・平和資料館または施設 施設等は保有していない。 
大東市立人権教育啓発センターに
非核・平和資料等を常設、市予算
にて購入。 

住民や団体が実施するピースフェス
タ、国民平和大行進等、草の根運動
への後援・施策や対応 

後援については、「門真市名義等の
使用承認及び賞状の交付に関する
要綱」に基づき決定しており、これま
でにも平和行進事業等に対し、後援
許可をしてきている。 

応援メッセージを送付している。 

予算 ４０,０００円 ６１.２万円 

日本非核宣言自治体協議会への加盟
状況 

加盟していない 加盟している。 

首長や自治体としての非核・平和問
題、核兵器禁止条約についての取り
組み状況 

上記②③の啓発事業の他、核実験
等に対しては、市として抗議文を
送付しており、この他にもロシアの
ウクライナ侵攻等に際し、議会によ
る撤退を求める決議や市長による
抗議文をホームページに掲載する
などの対応を行っている。また、例
年８月には、核兵器禁止条約の制
定に向け、庁舎に「恒久の平和は、
世界人類共通の願い」という文面
の懸垂幕を掲示している。なお、禁
止条約に関しての取組みについて
は予定していない。 

核保有国（推定含む）が使用実験
等を行った際に、抗議文を送付し
ている。 
非核平和都市宣言を掲げている、
非核平和事業を行っている。 
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自治体 門真市 大東市 

政府に対して核兵器禁止条約の署
名・批准を求める、貴自治体の議会
での意見書採択等、今後なさる予定 

未定 昨年度実績なし 

福島原発事故被災者関係   

①避難者数 

把握していない。（東日本大震災に
伴う避難者については、２世帯把握
している。２世帯は門真市に住民票
を移している） 

０名 

②被災・避難者に対する対応 
上記に記載の避難者は住民票を
門真市に移しているため、対応は
行っていない。 

特になし 

放射線測定器の所有の有無及び種
類、活用状況 

  

①消防署での所有の有無と種類 所有していない。 
個人線量計（１５）・ガンマ線及びＸ
線用線量率計（４）・表面汚染検査
計（２）を所有 

②自治体での所有の有無と種類 所有していない 空間線量計を所有 

③住民への貸出状況 
所有していないため実施していな
い 貸出はしていない 

④活用状況 
所有していないため、活用していな
い 

市民から相談があった時など、必
要に応じて測定している。また、消
防署では緊急消防援助隊の活動
及び訓練等で使用。 

地下核実験や未臨界核実験等への抗
議状況 

  

地下核実験や未臨界核実験等への抗
議状況 

アメリカ合衆国が 2024年５月 14
日に臨界前核実験を実施したこと
に対し、2024年５月 21日付けで
抗議文を送付した。 
 

①２０２１年１月１６日「２０２０年１１月 
にアメリカ合衆国ネバダ州の地下 
核実験場で核爆発を伴わない臨 
界前核実験を実施した」との報道 
があり、２０２１年１月１９日に抗議文 
をアメリカ合衆国大統領宛に送付 
した。②２０２２年４月１３日「２０２０年 
２月および６月にアメリカ合衆国ネ 
バダ州の地下核実験場で核爆発 
を伴わない臨界前核実験を実施し 
た」との報道があり、２０２２年４月１４ 
日に抗議文をアメリカ合衆国大統 
領宛に送付した。③２０２４年５月１４ 
日にネバダ州の核実験場で臨界前 
核実験を実施したとの報道があり、 
２０２４年５月２０日に抗議文をアメリカ 
合衆国大統領宛に送付した。 

ロシア政府のウクライナ侵攻につい
て、貴自治体及び議会での抗議状況
や対応について 
 

令和４年３月８日 可決 
ロシアのウクライナ侵略に抗議し、
撤退することを求める決議 
ロシア軍による攻撃やウクライナの
主権侵害に抗議するとともに、誠意
を持った対応を強く求める趣旨の
市長メッセージを 2022年２月 28
日付でホームページに掲載した。 

令和４年２月２７日に大東市議会に
おいて「ロシアのウクライナに対す
る侵略を非難する決議」を可決し
た。 
 
 

ウクライナに対する支援などの対応
について 

  

イスラエルによるガザ地区に対する
ジェノサイドについての抗議や中東
での紛争についての抗議状況及び取
り組み 

いずれも実施していない。 
 

特になし 

姉妹都市・友好都市との国際交流や
非核平和等に関する交流 

姉妹都市・友好都市ともに、近年、 
国際交流や非核平和に関する交流
は行っていない。 
ロシアやウクライナの都市とは姉妹
都市・友好都市の関係にない。 

特になし 
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自治体 門真市 大東市 

自治体から自衛隊への名簿提出につ
いて 

  

18歳と 2２歳の住民基本情報の自
衛隊への提出は 

資料の提出を行う年度に 18歳及
び 22歳に到達する方の住民基本
情報を提出している。 

提出している 
 

提出されている場合、その法的根拠
と、その提出形式。 

例年、防衛大臣から自衛隊法施行
令（昭和29年政令第179条）第120
条の規定を根拠として資料の提出
を求められていることから、同法を
法的根拠としている。 
提出形式は、防衛大臣からの求め
に応じて対応している。 
 

①自衛隊にデータを提供 
②自衛隊法施行令第 120 条では
「防衛大臣は、自衛官又は自衛官
候補生の募集に関し必要があると
認めるときは、都道府県知事又は
市町村長に対し、必要な報告又は
資料の提出を求めることができる」
と規定されており、個人情報の保
護に関する法律第 69条第 1項の
「法令に基づく場合」に該当するも
のとして、住民基本情報の提供に
ついては住民基本台帳法第 11条
第 1項の規定に基づき、閲覧に供
するという方法に加え、報告又は
資料の提出という方法で防衛大臣
に提供を行うことができるもの 

提出されている場合「除外申出」で
きることの住民への周知とその方法 

本市ホームページ及び広報紙にて
周知している。 

申し出可能。毎年、申出受付期間
内に HPや広報誌などで伝えてい
る。 

被爆者数 市では未把握 
３９名（令和７年３月末現在 ※府調
査による） 

内認定被爆者数 市では未把握 
２名（令和７年３月末現在 ※府調
査による） 

被爆者団体名 
門真市原爆被害者の会（平成２４
年度より休会のため助成なし） 

なし（令和６年３月末にて当市被爆
者団体は解散となった。YouTube
にて被爆者の被爆体験のアーカイ
ブを残している。） 

被爆者援護施策 取組の予定はない。 
なし（上記の理由により団体補助金
はなくなった。） 
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自治体 交野市 四條畷市 

担当課 総務部総務課 市民生活部人権・市民相談課 

被爆８０年の今年の特別の取り組
み 
日本被団協のノーベル平和賞受賞
に関連して、貴自治体としてのイ
ベントや取り組みの有無 

例年実施の映画会で原爆に関する 
映画上映と戦争体験集を、これまで 
の原稿と新規募集をし、広島・長崎 
に関する内容でとりまとめたものを発 
行予定。 

なし 

財政難やコロナ禍の下、貴自治体
における非核・平和施策を実施さ
れる上での問題点や工夫された点 

令和５年５月８日に新型コロナウイル
ス感染症の位置づけが感染症法上
の５類に移行したため、平和イベント
等において特別な対策を取る予定
はない。 

各団体の協力、支援のもと、「平
和・人権展」などを実施 

児童、生徒、住民及び職員への啓
発活動や施策内容（平和学習や広
島長崎等への研修旅行についての
サポート等） 

今年度も市内全小学校、義務教育学
校（前期課程）が広島に修学旅行に行
き、平和学習を実施。各校、指導計画
に基づき、平和学習を実施している。
また、市教委は平和学習についての
資料等を提供している。 

7月 27日(日)「平和・人権展」（内
容については現時点では未定）8
月 6日(水)、8月 15日(金)黙とう
呼びかけ（庁内放送等） 

常設の非核・平和資料館または施
設 

戦争遺物を常設展示。また、平和の
モニュメントについても敷地内に設置
しており、施設管理所管のもと維持
管理している。 

なし 

住民や団体が実施するピースフェ
スタ、国民平和大行進等、草の根
運動への後援・施策や対応 

市長メッセージや後援名義で対応し
ており、国民平和大行進は会場提供
等を行っている。 

各団体が実施する平和行進等の
受け入れ、集会への参加。市長メッ
セージ。 

予算 ４２８，０００円 平和事務２６１，０００円 

日本非核宣言自治体協議会への加
盟状況 

加盟していない 加盟していない 

首長や自治体としての非核・平和
問題、核兵器禁止条約についての
取り組み状況 

平和首長会議の趣旨に賛同のうえ会
議に加盟しており、平成１３年１１月３日
に、平和と人権を守る都市宣言を制
定。また、平和施策の取り組みとして、
関係団体等と連携し、交野市平和祈
念のつどい映画会や「平和の鐘」打鐘
といった事業を実施している。 

「平和・人権展」などの啓発事業を
行っている。 

政府に対して核兵器禁止条約の署
名・批准を求める、貴自治体の議
会での意見書採択等、今後なさる
予定 

意見書の提出はされているが本会
議での議決を元に採決されるまでに
は至っていない。 

採択していない。今後の予定もなし 

福島原発事故被災者関係   

①避難者数 ０人 把握していない 

②被災・避難者に対する対応 該当者がいない為、なし 特になし 

放射線測定器の所有の有無及び種
類、活用状況   

①消防署での所有の有無と種類 

所有：有り 
種類（３種類）：放射線サーベイメータ 
RadEye G-10 多目的放射線サー
ベイメーター RadEye B20 放射線
サーベイメータ RDS-30 
目的：放射能が放出する恐れのある
工場や病院・診療所などの火災時に
放射能の測定を行うもの。 

なし 

②自治体での所有の有無と種類 消防署以外は不明 なし 

③市民への貸出状況 行っていない なし 

④活用状況 活用実績はなし なし 

地下核実験や未臨界核実験等への
抗議状況 

  

地下核実験や未臨界核実験等への
抗議状況 

核実験が行われた時点で抗議文を
送付。 

２０２４年５月２０日 抗議文送付 
２０２４年５月１４日実施のアメリカ合
衆国の臨界前核実験に対する抗
議及び中止要請 



30 

 

自治体 交野市 四條畷市 

ロシア政府のウクライナ侵攻につ
いて、貴自治体及び議会での抗議
状況や対応について 

ウクライナ侵攻に対する市長のメッセ
ージや市議会の決議文を市及び市
議会公式ホームページに掲載。 

２０２２年３月７日ロシアのウクライナ 
侵略に対する非難決議 

ウクライナに対する支援などの対
応について 

令和４年３月９日より令和８年３月２３
日まで募金箱を設置し、集まった募
金を日本赤十字社に送金。 

 

イスラエルによるガザ地区に対す
るジェノサイドについての抗議や
中東での紛争についての抗議状況
及び取り組み 

抗議行動等、行なっていない。 なし 

姉妹都市・友好都市との国際交流
や非核平和等に関する交流 

【姉妹都市】カナダ オンタリオ州 コ
リングウッド 
【交流について】１９８１年１１月３日
に、市制施行１０周年を記念して、コ
リングウッドと姉妹都市提携し、現在
は２年に一度、交流を行っている。２
０２４年度では、コリングウッドへ交野
市国際交流協会を通じて、ビデオメ
ッセージを送付。２０２５年度では、９/
２８-１０/３に、コリングウッドより来訪
予定。ホストファミリー宅に宿泊し、歓
迎式典、歓迎パーティー、ベンガラ
染め体験、市内小学校等で授業・給
食の体験、交野市内の観光、万博訪
問を実施予定。（次回は２０２７年度に
交野から訪問予定） 

なし 

自治体から自衛隊への名簿提出に
ついて 

  

18歳と 2２歳の住民基本情報の自
衛隊への提出は 

提出している。 提出している 

提出されている場合、その法的根
拠と、その提出形式。 

根拠法令（住民基本台帳法第１１条
第 1項、自衛隊法第９７条第１項、自
衛隊法施行令第１２０条）、提出形式
（ＣＤ－Ｒ） 

法的根拠：自衛隊法施行令１２０条 
提出内容：日本人男子及び女子の
「氏名」「出生年月日」「性別」「住所」 
提出形式：紙及び電磁媒体で提供 

提出されている場合「除外申出」
できることの住民への周知とその
方法 

伝えている。 
市広報紙及びホームページに掲載 

「除外申出」について、住民に伝え
ている。市広報誌及びホームペー
ジで周知 

被爆者数 ４３人 把握していない 

内認定被爆者数 0人 把握していない 

被爆者団体名 
現在被爆者団体は存在しておらず、
被爆者等に対する対応も実績もなし 活動団体なし 

被爆者援護施策 現在のところ、特になし 
 

なし 
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自治体 東大阪市 八尾市 

担当課 人権文化部人権室人権啓発課 人権政策課 

被爆８０年の今年の特別の取り組
み 
日本被団協のノーベル平和賞受賞
に関連して、貴自治体としてのイ
ベントや取り組みの有無 

例年実施していた「原爆体験の
おはなし」の規模を拡大して実施
予定 

知覧特攻平和会館より講師を招き、市
民を対象とした「戦争体験講話」の実
施を８月中旬に予定。非核・平和の取
り組みとしては、例年通り、市内小中学
生を対象とした「被爆体験講話」を７月
上旬に実施予定。 

財政難やコロナ禍の下、貴自治体
における非核・平和施策を実施さ
れる上での問題点や工夫された点 

新型コロナウィルス感染症の５類
移行を受け定員の減数や常時換
気等の感染対策は行わない予定 

コロナ禍での非核・平和啓発事業の実
施については、事業の関係者や参加
者の安全を第一に考え、対象者の数
や実施方法等を工夫しながら、感染予
防対策をしっかりと行った上で実施し
ていく。 

児童、生徒、住民及び職員への啓
発活動や施策内容（平和学習や広
島長崎等への研修旅行についての
サポート等） 

平和事業（資料展、映画の上映
会、講演会等）を実施、平和冊子
の配布 

市民等への啓発活動、・長崎被爆体
験講話 市内小中学校 14校で実施
（7月上旬）、・「広島・長崎原爆パネル
（非核協贈）」を希望する市内小中学
校に貸出し、・懸垂幕の設置（8月）、・
黙とうの実施（8月）、戦争体験講和（8
月 19日）・公用車に平和啓発マグネッ
トシートの貼付け（8月実施）、・戦争遺
跡めぐり（12月実施予定） 

常設の非核・平和資料館または施
設 

平和の女神像、平和都市宣言記
念碑：清掃等を職員が随時行っ
ている。平和の灯：年 1回の保守
点検と必要な時に修繕を業者に
依頼している 

平和モニュメント「光の道しるべ」 
運営・維持管理等：維持管理は非核平
和事業担当の人権政策課で行ってい
る。 

住民や団体が実施するピースフェ
スタ、国民平和大行進等、草の根
運動への後援・施策や対応 

各団体の平和行進に協賛、市長・
議長メッセージ等を行っている 

国民平和行進等に対し、市長メッセー
ジを送付 

予算 ２０５９千円 ８２９,０００円 

日本非核宣言自治体協議会への加
盟状況 加盟済み 昭和 61年 4月 1日加盟 

首長や自治体としての非核・平和
問題、核兵器禁止条約についての
取り組み状況 

非核「平和都市宣言」を掲げ、平
和の重要性とこれを脅かす核兵
器の廃絶を訴えている 
 

平和な市民生活を守るため核兵器の
廃絶と戦争の根絶を強く訴えるとともに
平和へのたゆまぬ努力の誓いとして
1983年に「非核・平和都市宣言」を行
っている。以来、核兵器の恐ろしさや
平和の尊さを一人でも多くの方に知っ
ていただくために、被爆体験講話や戦
争遺跡めぐり等の様々な平和啓発事
業を展開している。 

政府に対して核兵器禁止条約の署
名・批准を求める、貴自治体の議
会での意見書採択等、今後なさる
予定 

特になし 
 

八尾市議会では、昭和 58年 10月 4
日非核・平和都市宣言を全会派一致
で議決した。また、核実験等が行われ
た際には抗議文を送付している。 

福島原発事故被災者関係   

①避難者数 ０人 
東日本大震災に係る避難者について
は把握しているが、原発事故のみの被
災者については把握できていない。 

②被災・避難者に対する対応 なし 

東日本大震災に係る避難者に対して
は、大阪府下避難者支援団体等連絡
協議会等からの被災者向け情報を定
期的に提供している。 

放射線測定器の所有の有無及び種
類、活用状況   

①消防署での所有の有無と種類 

所有：サーベイメータ ※ＧＭ式・
シンチレーション式・中性子用・電
離箱式 
目的：緊急消防援助隊出動時及
び市内における原子力災害に対
応するため 

空間線量計（電離箱式）３台 
空間線量計（ＧＭ計数管式）６台 
表面汚染検査計（ＧＭ計数管式）２台 
個人用線量計（ポケット線量計）２１台 
目的：Ｎ災害発生に伴う放射線量測定
のため 
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自治体 東大阪市 八尾市 

②自治体での所有の有無と種類 
サーベイメーター９台、個人用線
量計 100台、本市にある近畿大
学に原子力実験所があるため 

所有なし 

③市民への貸出状況 なし 実施なし 

④活用状況 
訓練使用のみで、実災害での使
用実績はなし 

現時点において現場活用実績はなし、
資器材の取り扱い訓練のみ実施 

地下核実験や未臨界核実験等への
抗議状況 

  

地下核実験や未臨界核実験等への
抗議状況 核実験等に対し、抗議文を発送 

2022年４月 18日、在本邦アメリカ合
衆国大使館特命全権大使あてに、
2021年６月と９月に実施した臨界前核
実験に対して抗議文を送付。 

ロシア政府のウクライナ侵攻につ
いて、貴自治体及び議会での抗議
状況や対応について 

 
2022年３月２日、八尾市長と八尾市議
会議長の連名で、ロシア連邦ウラジー
ミル・プーチン宛に、抗議文を送付。 

ウクライナに対する支援などの対
応について 

 
ロシアによる軍事侵攻により、ウク 
ライナから避難を余儀なくされた 
者について、日本における生活 
を支援し、安心して生活していた 
だけるよう東大阪市ウクライナ避 
難民支援一時金を支給している。 
 

ウクライナ避難民が八尾市で安心して
生活をスタートできるように、一時金の
支給をはじめ健康や就労、就学などの
生活相談に応じるとともに、関係機関
や支援者と連携し、総合的に支援を行
っている。八尾市 HP：
https://www.city.yao.osaka.jp/0000
062676.html 

イスラエルによるガザ地区に対す
るジェノサイドについての抗議や
中東での紛争についての抗議状況
及び取り組み 

 
なし 

なし 

姉妹都市・友好都市との国際交流
や非核平和等に関する交流 

 
アメリカのカリフォルニア州グレン
デール市とドイツのベルリン市ミッ
テ区の 2都市と姉妹都市関係に
ある。この２都市と非核平和に関
する交流は実施していない 

アメリカ合衆国ワシントン州ベルビュー
市、中華人民共和国上海市嘉定区の
２市と姉妹・友好都市提携を行い、幅
広い分野で交流を行っている。また、
その他の国際交流として、大韓民国大
邱広域市中区と青少年友好交流に関
する協定を締結し、文化作品交流事
業等を行っている。 

自治体から自衛隊への名簿提出に
ついて 

  

18歳と 2２歳の住民基本情報の
自衛隊への提出は 提出している 

提出している（ただし、18歳未満の住
民基本情報については、自衛官又は
自衛官候補生の募集に加え防衛大へ
の進学の案内を行う場合、閲覧に供す
る方法で応じている。） 

提出されている場合、その法的根
拠と、その提出形式。 

自衛隊法第 97条第 1項および
自衛隊法施行令第 120条第 1
項を法的根拠とし、紙媒体（通し
番号をつけて改ざん防止用紙に
印刷）にて提出。 

自衛官及び自衛官候補生の募集事務
については、自衛隊法第 97条による
市の法定受託事務として、本市では、
自衛隊法施行令第 120条に基づく防
衛大臣からの資料提供依頼に応じ、提
供を行っている。 
提出形式：データ（CD-R）で提供 

提出されている場合「除外申出」
できることの住民への周知とその
方法 

市ウェブサイトおよび市政だよりに
「除外申出」できることを掲載して
いる。 

HPにて周知している 

被爆者数 １６０名 不明 

内認定被爆者数 ７名 不明 

被爆者団体名 
被爆者団体が解散したため、問合
せ等には個別対応  

被爆者団体は令和３年度に解散して
いるため、対応していない。 

被爆者援護施策 被爆二世健康診断を実施 対象がいないため、支援施策はない。 
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自治体 柏原市 藤井寺市 

担当課 市民部人権推進課 市民生活部協働人権課 

被爆８０年の今年の特別の取り組
み 
日本被団協のノーベル平和賞受賞
に関連して、貴自治体としてのイ
ベントや取り組みの有無 

被爆８０年としての特別な取り組
みとしては行っていないが、毎年
開催している平和展のテーマな
どを工夫して継続することが重要
であると認識している。 

平和展の開催（８月）、広報紙（８
月号）にて平和に関する記事を掲
載 

財政難やコロナ禍の下、貴自治体
における非核・平和施策を実施さ
れる上での問題点や工夫された点 

毎年、平和事業として予算を確
保しており、今年度も８月２日～４
日「柏原市平和展」を開催予定
感染症対策として会場内に消毒
液を設置し、極力密にならないよ
うにレイアウトづくりに努めている 

なし 

児童、生徒、住民及び職員への啓
発活動や施策内容（平和学習や広
島長崎等への研修旅行についての
サポート等） 

８月２日～４日「柏原市平和展」の
開催案内の送付。８月１５日の終
戦記念日に係る黙とう（庁内アナ
ウンス）の呼びかけ。市立認定こ
ども園・保育所・幼稚園の園児に
よる平和メッセージカードの作成
を依頼。・平和行進への協力 

・平和展の開催（８月） 
・広報紙（８月号）にて平和特集記
事を掲載 

常設の非核・平和資料館または施
設 なし なし 

住民や団体が実施するピースフェ
スタ、国民平和大行進等、草の根
運動への後援・施策や対応 

なし 
 

毎年８月に市内人権団体と共催で
平和展を開催、平和行進を実施し
ている団体に対して、激励の挨拶、
懇談会を実施 

予算 1,2６０千円（平和事業） 
市内人権団体に、人権啓発事業・
平和事業等の事業補助金を交付
（１１５万２千円） 

日本非核宣言自治体協議会への加
盟状況 

加盟していない。 未加盟 

首長や自治体としての非核・平和
問題、核兵器禁止条約についての
取り組み状況 

平和都市宣言 

毎年 8月に平和展や広報紙での
平和に向けた啓発を行っている。
啓発イベント内では核兵器廃絶に
向けた署名コーナーを設置してい
る。また平和首長会議国内加盟
都市会議総会に参加し、「核兵器
廃絶に向けた取組の推進につい
て」の要請に賛同した。 

政府に対して核兵器禁止条約の署
名・批准を求める、貴自治体の議
会での意見書採択等、今後なさる
予定 

特になし 
現在、意見書の採択はなく、今後
も予定はなし 

福島原発事故被災者関係   

①避難者数 なし なし 

②被災・避難者に対する対応 特になし なし 

放射線測定器の所有の有無及び種
類、活用状況 

  

①消防署での所有の有無と種類 
災害対応災害対応用として所有
している。空間線量計７台、付着
線量計１台 

大阪南消防組合で空間線量及び
個人線量を測定する機器を所有。
詳細は大阪南消防組合まで 

②自治体での所有の有無と種類 所有していない 
環境衛生課で所有 大気中放射線
量の測定 日立アロカメディカル社
製 TCS-172B 

③市民への貸出状況 貸出なし なし 

④活用状況 なし 
所有部署 環境衛生課 定期的
な使用は無 
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自治体 柏原市 藤井寺市 

核実験や未臨界核実験等への抗議
状況   

核実験や未臨界核実験等への抗議
状況 

平和首長会議を通じて行ってお
り、市単独の抗議は行っていない 

アメリカネバダ州臨界前核実験に
対する抗議文送付平成２２年９月、
平成３０年１０月、令和元年５月、令
和３年１月、令和４年４月、令和６年
５月朝鮮民主主義人民共和国核実
験に対する抗議文送付平成２５年２
月、平成２８年１月、平成２８年９月、
平成２９年９月 

ロシア政府のウクライナ侵攻につ
いて、貴自治体及び議会での抗議
状況や対応について 
 

令和４年２月２４日にウクライナに
軍事侵攻を行ったロシア連邦に
対し非核平和都市を宣言してい
る自治体として断じて容認するこ
とができないことから柏原市長、
柏原市議会議長の連名にて抗議
文書の送付を行なった。 

藤井寺市：ウクライナへの軍事侵
攻に対する抗議文送付 令和４年
３月。市議会：ロシア連邦のウクラ
イナ侵攻に対し平和的解決を強く
求める抗議文送付 令和 4年 3月 

ウクライナに対する支援などの対
応について 

ウクライナでの人道危機対応及
びウクライナからの避難民を受け
入れる周辺国とその他の国々に
おける救援活動を支援するため
令和４年３月１１日から令和８年３
月３１日（予定）まで市役所本館１
階において募金箱を設置し、募
金は、日本赤十字へ救援金とし
て全額送金 

 
日本赤十字社によるウクライナ人
道危機救援金の募金箱設置 令
和４年３月 
 
 

イスラエルによるガザ地区に対す
るジェノサイドについての抗議や
中東での紛争についての抗議状況
及び取り組み 

特になし なし 

姉妹都市・友好都市との国際交流
や非核平和等に関する交流 

１９９０年に中華人民共和国・新郷
市と、１９９９年にイタリア国・グロッ
セート県及びグロッセート市と友
好都市提携を締結して以来、文
化活動やスポーツを通じて相互
理解のための交流が図られてい
る。ロシアやウクライナの都市と
友好都市の関係は無し 

なし 

自治体から自衛隊への名簿提出に
ついて 

  

18歳と 2２歳の住民基本情報の
自衛隊への提出は 

提出している 情報提供を行っている。 
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自治体 柏原市 藤井寺市 

提出されている場合、その法的根
拠と、その提出形式。 

住民基本台帳法第１１条第 1項、
自衛隊法第 97条第 1項、同法
施行令第 120条によるもの。紙媒
体にて。 

自衛隊法施行令 120条に「防衛大
臣は、自衛官又は自衛官候補生の
募集に関し必要があると認めるとき
は、都道府県知事又は市町村長に
対し、必要な報告又は資料の提出
を求めることができる」とある。また
個人情報保護法第 69条 1項では
「行政機関の長等は、法令に基づく
場合を除き、利用目的以外の目的
のために保有個人情報を自ら利用
し、又は提供してはならない」とされ
ている。自衛官又は自衛官候補生
の募集にかかる個人情報提供は自
衛隊法施行令 120条の法令に基
づく適正なものですので、個人情
報保護法に抵触しない適正なもの
であると考えている。さらに自衛隊
法に基づく情報提供については、
住民基本台帳法との関係において
問題となることはないとの見解が防
衛省と総務省から通知されている。 
また、本市から提供した住民情報
については、個人情報保護法に基
づき、その保有・利用等について適
切な取扱いを行うものであり、加え
て、目的外利用等の禁止や利用後
の廃棄措置等を詳細に定めた覚
書を交わし、より一層確実な個人
情報保護を図っている。なお藤井
寺市では、自衛隊の方が市民課へ
訪問して個人情報を書き写してい
ただく方式の住民基本台帳法に基
づく住民基本台帳の閲覧は従来よ
りしていたが、現在の紙媒体を渡
すかたちでの情報提供は令和 5年
度から開始。 

提出されている場合「除外申出」
できることの住民への周知とその
方法 

伝達している。柏原市ウェブサイ
トおよび柏原市広報誌において
周知 

除外申請制度の仕組みを設けて
おり、申請をされた方の個人情報
は自衛隊への情報提供リストから
除外することが可能であり、申請
方法については藤井寺市ホーム
ページ上で周知している。 

被爆者数 １３人 なし 

内認定被爆者数 １３人 
なし 
 

被爆者団体名 柏原市原爆被害者の会 
藤井寺市原爆被害者の会が、
2014年 3月 31日付で解散以降、
対応実績なし 

被爆者援護施策 なし なし 
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自治体 松原市 富田林市 

担当課 人権交流室 人権・市民協働課 

被爆８０年の今年の特別の取り組
み 
日本被団協のノーベル平和賞受賞
に関連して、貴自治体としてのイ
ベントや取り組みの有無 
 

被爆８０年として、市役所市民ロビー
等で非核平和展を実施する 

被爆 80年という節目の年なので、
「平和を考える戦争展」の拡充。ま
た、毎年 8/6「広島平和記念式典」
に市民代表として親子１組（2人）を
派遣しているが、今年度は 8/9「長
崎平和祈念式典」にも親子 1組を派
遣予定。 

財政難やコロナ禍の下、貴自治体
における非核・平和施策を実施さ
れる上での問題点や工夫された点 

問題点：密 工夫：展示スペースの間
隔を広くする。 

毎年８月に開催している「平和を考え
る戦争展」において、企画展の実施
が困難だが、毎年テーマを設定し戦
争展でこどもにも分かりやすい展示を
心がけている。 

児童、生徒、住民及び職員への啓
発活動や施策内容（平和学習や広
島長崎等への研修旅行についての
サポート等） 

令和 7年度 松原市非核平和展８月
4日（月）～8日（金）午前９時～午後
５時３０分まで（最終日は正午まで） 
松原市役所１階市民ロビーで、ふる
さとぴあプラザ所蔵資料の企画展
示 ・アンケートコーナー ・啓発物品
の配布・DVD上映・折鶴コーナー等
を実施予定。折鶴は贈呈式で市長
より、市内の小学生に引き継ぎ広島
の修学旅行に持参してもらう予定。 

広島原爆の日（8/6）、長崎原爆の日
（8/9）、終戦記念日（8/15）に市役所
内での黙祷と広報による市民への呼
びかけ。・「親子平和の旅」8/6「広島
平和記念式典」に市民代表として親子
１組（2人）を派遣、※令和７年度は長
崎市にも派遣。・「第 41回平和を考え
る戦争展」8月 8日（金）～10（日）、・
市内小学 5年生による非核・平和ポス
ターの募集及び展示、・被爆体験の語
りをもとに、中学生がその光景を描き、
絵本としてまとめる事業の実施、 

常設の非核・平和資料館または施
設 

非核平和宣言都市の広告塔（市内に
７カ所設置）、平和の像（松原中央公
園に設置）維持管理は人権交流室が
行い、毎年破損等の確認をして、必要
があれば修繕を行う。 

平成 2年津々山台公園に平和モニ
ュメント「平和の番人」を設立、平成７
年富田林駅前において、平和モニュ
メント「昴」を建立、 

住民や団体が実施するピースフェ
スタ、国民平和大行進等、草の根
運動への後援・施策や対応 

「原水爆禁止国民平和大行進」「関
西網の目反核平和マラソン大会」
へ、市長メッセージを送付して対応。 

「国民平和大行進」の受け入れ、母
親大会への後援名義 

予算 ６４０千円 4,306千円 

日本非核宣言自治体協議会への加
盟状況 

日本非核平和宣言自治体協議会に 
は未加盟。平和首長会議には、平成
22 年 1 月 1 日付で加盟。 

未加盟 

首長や自治体としての非核・平和
問題、核兵器禁止条約についての
取り組み状況 

現在加盟している平和首長会議を
通して、他市町村と共に核兵器廃絶
に向けた取り組みの推進を、日本政
府へ要請。また、非核平和展等を実
施し、市民への啓発活動に取り組ん
でいる。 

「平和を考える戦争展」来場者に、平
和首長会議が取り組んでいる「核兵
器禁止条約」の早期締結を求める署
名を依頼 

政府に対して核兵器禁止条約の署
名・批准を求める、貴自治体の議
会での意見書採択等、今後なさる
予定 

 
平成 30年 6月市議会において意
見書採択 

福島原発事故被災者関係   

①避難者数 １名いらっしゃったが現在は転出済 １人 

②被災・避難者に対する対応 
月一回程度、情報誌「みんなの手」
を避難者の住所に発送していた。 

郵便物の送付 
 

放射線測定器の所有の有無及び種
類、活用状況 

  

①消防署での所有の有無と種類 

有り サーベイメータ ①α・β用１台
②β・γ・x 用１台、③γ線用１台
（ほか総務省貸与３台）④個人・ポケ
ット線量計４台（ほか総務省貸与１２
台）上記以外 α・β・γ・x 線 ０台
（ほか総務省貸与２台）、放射線下源
測定器１台（平成３０年度導入）平成
２２年度に東日本大震災で岩手県に
緊急消防援助隊を派遣し、帰署時
に各隊員の線量測定に使用。平成２
４から令和５年度の使用実績なし。 

消防が広域化となったため、回答不
可 



37 

 

自治体 松原市 富田林市 

②自治体での所有の有無と種類 なし なし 

③市民への貸出状況 なし 実施していない 

④活用状況 なし  

地下核実験や未臨界核実験等への
抗議状況   

地下核実験や未臨界核実験等への
抗議状況 

なし 地下核実験や未臨界核実験等が行
われた際に抗議文を送付 

ロシア政府のウクライナ侵攻につ
いて、貴自治体及び議会での抗議
状況や対応について 
 

松原市は、恒久平和の実現を願う非
核平和宣言都市のまちとして、ロシ
ア軍による侵攻はゆるせないものとし
て、令和４年にロシア大使館あてに
抗議文を送付した 

令和 4年３月４日付で、市からはウク
ライナからの撤退を求める抗議を、
市議会からは「ロシア連邦によるウク
ライナ侵略に断固抗議し、即時撤退
を求める決議」を在日ロシア大使館
へ送付。 

ウクライナに対する支援などの対
応について 

令和４年３月より、被害を受けている
ウクライナの方々を支援するため、
寄付金の受付を行っている。 

ウクライナ避難民の受け入れを表明 

イスラエルによるガザ地区に対す
るジェノサイドについての抗議や
中東での紛争についての抗議状況
及び取り組み 

なし なし 

姉妹都市・友好都市との国際交流
や非核平和等に関する交流 

ロシアやウクライナの都市と姉妹都
市・友好都市の関係はなし。 

アメリカ合衆国のベスレヘム市と姉
妹都市、中華人民共和国の彭州市
と友好都市の関係にある。 

自治体から自衛隊への名簿提出に
ついて   

18歳と 2２歳の住民基本情報の
自衛隊への提出は 

１８歳については、名簿の提供あり。
２１歳については、自衛隊からの依頼
なし。 

名簿提出の依頼のある該当年齢だ
けを提出している。 

提出されている場合、その法的根
拠と、その提出形式。 

紙媒体 

提出の法的根拠は、自衛官募集事
務の一部は、自衛隊法第９７条により
法定受託事務とされており、また、募
集事務のうち、資料の提出について
は、自衛隊法施行令第１２０条に「防
衛大臣が市町村長に対し資料の提
出を求めることができる。」と規定さ
れていることから、個人情報の保護
に関する法律第 69条第 1項の「法
令に基づく場合」に該当するものとし
て、個人情報の使用目的を自衛官
等募集事務に限定し、適正に管理
することを条件に紙媒体による提出
を市として決定している。 
なお、令和３年２月５日に、情報提供
に関しては、住民基本台帳の一部の
写しを用いることについて、住民基
本台帳法上、特段の問題を生ずるも
のではないことが総務省及び防衛省
から示されている。 

提出されている場合「除外申出」
できることの住民への周知とその
方法 

市のホームページ及び広報紙に掲
載 

市ウェブサイトへの常設掲載及び毎
年広報にて周知している。 

被爆者数 市では把握していない ４１名 

内認定被爆者数 市では把握していない １名 

被爆者団体名 

該当なし。（※松原市原爆被害者の
会については令和元年３月３１日付
で解散のため、団体の解散以後につ
いては実態等を把握していない） 

富田林市原爆被害者の会（活動状
況不明） 
 

被爆者援護施策 
松原市原子爆弾被爆者福祉給付金
支給事業 

なし 
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自治体 羽曳野市 河内長野市 

担当課 市民人権部人権推進課 市民に寄り添う部人権推進課 

被爆８０年の今年の特別の取り組
み 
日本被団協のノーベル平和賞受賞
に関連して、貴自治体としてのイ
ベントや取り組みの有無 
 

終戦 80周年特別平和展（５月５日・市
民フェスティバル会場内）①パネル展
示「ナピタンのへいわ小学校」（非核宣
言自治体協議会提供）「こどもたちによ
る“平和なまち”絵画コンテスト入賞作
品」（平和首長会議提供）「どうぶつの
いのちとへいわ」（公益財団法人 大阪
国際平和センター（ピースおおさか）よ 
り借用）②映画上映会「ブレッドウィナ
ー」ノーベル平和賞を受賞に関連した
取り組み：なし 

 
ヒロシマ・ナガサキ原爆写真パネル
展示や被爆伝承講話などを実施予
定 

財政難やコロナ禍の下、貴自治体
における非核・平和施策を実施さ
れる上での問題点や工夫された点 

例年 5月と 8月に実施しているパネ
ル展の模様を市ウェブサイトやフェイ
スブック（市公式アカウント）へ掲載
することで、より多くの方々に周知で
きるよう取り組んでいる 

 
「愛・いのち・平和展」など、市民が集
まる啓発イベントを実施予定。 

児童、生徒、住民及び職員への啓
発活動や施策内容（平和学習や広
島長崎等への研修旅行についての
サポート等） 

・羽曳野市平和展＆人権展５月 1 
日～５月 16日（本庁）、パネル展示
「考えようみんなの人権」（公益財団
法人 人権教育啓発推進センターよ
り借用）、「平和首長会議原爆ポスタ
ー」（平和首長会議提供）②５月５日
（市民フェスティバル会場内）「考えよ
うみんなの人権」（公益財団法人 人
権教育啓発推進センターより借
用）、・2025年羽曳野市ピースアピ
ール（５月５日）市民フェスティバルに
おいて発表・平和ゲートボール大会
（５月 21日開催予定）日本国憲法 
が掲げる平和主義の理念について
広く啓発し、平和の尊さについて考
えるきっかけとなることを目的に開
催。・平和パネル展（８月６日～15日
開催予定）市役所コミニュティスクエ
アにおいて、パネル展を開催・庁内
放送により正午に１分間黙の呼びか
け８月６日（広島平和記念日）８月 15
日（平和祈念）・職員向けシステムの
掲示板において９日の黙とうの呼び
かけ８月９日（長崎原爆の日）・学校
慰霊祭や各グループでの語り部にガ
イドしていただくなど平和学習を実
施。実施校：広島県を修学旅行先と
する市内中学校１校、義務教育学校
1校 沖縄県を修学旅行先とする市
内中学校 1校 兵庫県の鶉野飛行
場を修学旅行先とする市内中学校１
校・上記平和学習がより意義あるも
のとなるよう、折り紙で作った平和メッ
セージの展示物を制作するなど事前
学習を実施。実施校：同上 

 
市立中学校での平和学習への支援。
「広島原爆の日」「長崎原爆の日」「戦
没者を追悼し、平和を祈念する日」に
庁内放送により正午から１分間の黙と
うを実施予定。黙とうの呼びかけを広
報紙、ＳＮＳにより市民へ周知予定。
小学生を対象とした『平和ポスター
展』（愛・いのち・平和展同時開催）を
開催予定。 

常設の非核・平和資料館または施
設 

非核平和宣言都市柱を市役所敷地
に設置。陵南の森総合センターに、
平和祈念モニュメント世界恒久平和
「輝」（かがやき）設置 

施設はなし。 
非核宣言都市モニュメントは市庁舎
内、公民館等公共施設に設置。 

住民や団体が実施するピースフェ
スタ、国民平和大行進等、草の根
運動への後援・施策や対応 

平和行進等へのメッセージの送付 
国民平和大行進に市長メッセージを
送付し、集合場所の貸出予定。 

予算 ７０１,０００円 ５４０千円 

日本非核宣言自治体協議会への加
盟状況 

加盟 加盟していない 

首長や自治体としての非核・平和
問題、核兵器禁止条約についての
取り組み状況 

今後の取り組みについては検討
中 

平和首長会議を通じての取り組み 
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自治体 羽曳野市 河内長野市 

政府に対して核兵器禁止条約の署
名・批准を求める、貴自治体の議
会での意見書採択等、今後なさる
予定 

特段の取り組み予定なし。  

福島原発事故被災者関係   

①避難者数 ４名 ０名 

②被災・避難者に対する対応 
避難者専用登録情報システムへの
登録、弁護士会からの被災者等支
援に係る案内の送付 

 

放射線測定器の所有の有無及び種
類、活用状況 

  

①消防署での所有の有無と種類 

あり 
空間線量計：ＧＭ管式 
表面汚染検査計：ＧＭサーベイメー 
ター 

所有あり。種類は、個人・表面・空間
線量計１５台。目的は、核物質、放射
線同位元素災害対応訓練及び発生
時。 

②自治体での所有の有無と種類 なし 

所有あり。種類は、環境放射線モニ
タ８台（危機管理課４台、環境政策課
２台、水道課２台）。判定キット４台
（危機管理課２台、水道課２台） 
目的は、放射線関係災害時等に使
用 

③市民への貸出状況 なし 
市民への貸出は実施していない 
申し込み方法 実施なし 

活用状況 なし 

大阪南消防組合河内長野消防署：
NBCR災害対応訓練で年複数回使
用 
自治体：放射線関係災害時等に使
用（未発生のため、現場使用はなし） 
平時と災害発生時のデータ比較の
ため、市内の測定を実施（環境政策
課） 

地下核実験や未臨界核実験等への
抗議状況 

  

地下核実験や未臨界核実験等への
抗議状況 

日本非核宣言自治体協議会及び平
和首長会議加盟都市として抗議を
おこなっている 

平成２９年９月の北朝鮮の核実験、
令和３年１月、６月、９月、令和６年５
月のアメリカ合衆国の核実験等に対
して厳重に抗議。 

ロシア政府のウクライナ侵攻につ
いて、貴自治体及び議会での抗議
状況や対応について 
 

ロシア連邦がウクライナへの軍事侵
攻を 2022年２月 24日から開始し、
核兵器の使用を示唆した一連の報
道を受け、非核平和宣言都市とし
て、令和４年３月１日付にて、議長、
市長の連名で在日ロシア連邦大使
館へ抗議文を送付。 

本軍事侵攻に際し、核兵器の使用を
示唆する発言があったとの報道に接
したことから、非核平和宣言都市とし
て厳重に抗議。 

ウクライナに対する支援などの対
応について 

市役所内３ヶ所に募金箱を設置し、
「ウクライナ人道危機救援金」を受付
ている。 

 

イスラエルによるガザ地区に対す
るジェノサイドについての抗議や
中東での紛争についての抗議状況
及び取り組み 

なし。今後の取り組みについては、未
定。 

ウクライナ侵攻・中東での紛争など
の現状について、広く市民に伝える
ためのパネル展示等を実施している 

姉妹都市・友好都市との国際交流
や非核平和等に関する交流 

・１９９５年６月より、オーストリア共和
国ウィーン市１３区ヒーツィングと友好
交流都市協定を締結。 
・友好交流都市協定締結の周年事
業として、羽曳野市ウィーン展の実
施や市民団体による親善訪問団の
派遣、駐日大使を招いた歓迎式典
を過去に実施。 
・ロシアやウクライナの都市との姉妹
都市・友好都市関係はない。 

1994年にアメリカ合衆国カーメル市
との姉妹都市提携を結び、カーメル
市、河内長野市双方から交流使節
団や市民交流派遣団が派遣され交
流を重ねたほか、児童・生徒の絵画
交換、アートフェスティバル参加な
ど、市と河内長野市国際交流協会
（ＫＩＦＡ）が共同し、様々なイベント
や活動を通じてカーメル市について
の理解を深めている。 

自治体から自衛隊への名簿提出に
ついて 
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自治体 羽曳野市 河内長野市 

18歳と 2２歳の住民基本情報の
自衛隊への提出は 提出している。 

18歳を提供している。２２歳について
は、自衛隊側から求められた場合は
提供 

提出されている場合、その法的根
拠と、その提出形式。 

自衛隊法施行令第 120条、個人情
報の保護に関する法律第 69条第 1
項。紙媒体 

自衛隊法施行令第１２０条に基づき
紙媒体で情報提供を行っている。 

提出されている場合「除外申出」
できることの住民への周知とその
方法 

市広報紙、市ウェブサイト、市公式Ｓ
ＮＳにより周知 

市ホームページ及び広報紙で市民
に周知している。 

被爆者数 ４２名 ４１名 

内認定被爆者数 １名 ４１名 

被爆者団体名 なし 河内長野市原爆被害者の会 

被爆者援護施策 なし 相談員の配置、健診の推進 
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自治体 大阪狭山市 太子町 

担当課 広報広聴・人権啓発グループ 政策総務部 住民人権課 

被爆８０年の今年の特別の取り組
み 
日本被団協のノーベル平和賞受賞
に関連して、貴自治体としてのイ
ベントや取り組みの有無 

公民館及び市役所にて戦争や平和
に関する展示の実施を予定してい
る。・千羽鶴の募集を８月中実施の
予定をしている。・戦争当時の物品
の募集の実施を予定している。 

特になし 
 

財政難やコロナ禍の下、貴自治体
における非核・平和施策を実施さ
れる上での問題点や工夫された点 

コロナ禍では、新型コロナウイルスの
拡大状況も鑑みて、７月から８月にか
けてオンラインを交えたワークショ 
ップを実施していたが、今年度はピ
ースおおさかと天王寺動物園を巡
り、戦争と平和について考えるバス
ツアーを実施する 

特になし 
 

児童、生徒、住民及び職員への啓
発活動や施策内容（平和学習や広
島長崎等への研修旅行についての
サポート等） 

上記のバスツアーについては、小学
校４年生以上を対象に実施する。・８
月２日（土）に「平和を考える市民の 
つどい」を開催し、反戦・非核をテー
マにした映画の上映や戦争や平和 
に関する展示の実施を予定している。 

終戦記念日に１分間の黙祷 
 

常設の非核・平和資料館または施
設 

なし なし 

住民や団体が実施するピースフェ
スタ、国民平和大行進等、草の根
運動への後援・施策や対応 

大阪狭山ライオンズクラブが主催す
る「国際平和ポスターコンテスト」後
援。国民平和大行進大阪実行委員
会が主催する平和行進へメッセージ
の発信と懇談 

特になし 
 

予算 ８９１,０００円（大阪狭山市人権協会
平和事業費から支出） 

人権団体に人権啓発事業や平和事
業等の事業補助金として 7３6,０００円 

日本非核宣言自治体協議会への加
盟状況 

現在未加盟 加盟していない 

首長や自治体としての非核・平和
問題、核兵器禁止条約についての
取り組み状況 

・本市は、昭和６０年７月４日に、核兵
器廃絶・平和都市宣言を行い、この 
宣言に基づき、「平和を考える市民 
のつどい」や「平和のバスツアー」など
の平和事業を毎年開催し、市民の方
に戦争の悲惨さ、平和の尊さを強く 
訴え続けている。また、これまでも、 
他国が行った核実験等に対して、厳
重に抗議するとともに、今後の核実 
験と核兵器開発の即刻中止を求め 
る抗議文を出してきた。さらには、平
成２２年１月から平和首長会議に加 
盟し、多くの人々の尊い生命や財産
を奪い去る核兵器の廃絶と世界恒久
平和の実現を訴え続けている。広島
と長崎に原子爆弾が投下されて今年
で８０年となるが、核兵器禁止条約の
趣旨を理解するとともに、世界唯一 
の原子爆弾による戦争被爆国として、
また被爆者が暮らす国として、地球 
上に再び広島・長崎の惨禍を繰り返
すことのないよう、力を合わせて強く
訴え続けることが必要であると認識 
している。今後も、人類共通の願い 
である核兵器の廃絶と世界恒久平 
和の実現を強く願う市民の機運の醸
成に努めていく。 

特になし 

政府に対して核兵器禁止条約の署
名・批准を求める、貴自治体の議
会での意見書採択等、今後なさる
予定 

未定 
特になし（2022年 10月 5日付で、日
本政府に核兵器禁止条約の参加・調
印・批准を求める意見書を提出済） 

福島原発事故被災者関係   

①避難者数 ０名(令和７年４月現在) ０人 

②被災・避難者に対する対応 なし 特になし 
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自治体 大阪狭山市 太子町 

放射線測定器の所有の有無及び種
類、活用状況 

  

①消防署での所有の有無と種類 
消防事務を堺市へ委託しているた
め、市で消防署を保有していない 

個人線量計５７台、表面汚染検査計７
台、γ線及びⅩ線１３台（大阪南消防
組合） 

②自治体での所有の有無と種類 なし なし 

③市民への貸出状況 なし なし 

④活用状況 なし なし 

地下核実験や未臨界核実験等への
抗議状況   

地下核実験や未臨界核実験等への
抗議状況 

令和元年（2019年）５月に米国の核
実験（2019年実施分）に対し抗議文
送付。令和３年（2021年）１月に米国
の核実験（2020年実施分）に対し抗
議文送付。令和４年（2022年）４月に
米国の核実験（2021年実施分）に対
し抗議文送付 

なし 

ロシア政府のウクライナ侵攻につ
いて、貴自治体及び議会での抗議
状況や対応について 
 

令和４年（2022年）３月にロシア政
府のウクライナ侵攻（2022年実施
分）に対して市長、議長の連名で抗
議文を送付 
 

2022年 3月 4日付、在日ロシア連
邦大使館へプーチン閣下あてに、ロ
シア連邦がウクライナへの軍事侵攻
を開始し、また核兵器の使用を示唆
した一連の行動に対して、太子町長
ならびに太子町議会議長の連名によ
り、抗議文を送付 

ウクライナに対する支援などの対
応について 

  

イスラエルによるガザ地区に対す
るジェノサイドについての抗議や
中東での紛争についての抗議状況
及び取り組み 

未定 特になし 

姉妹都市・友好都市との国際交流
や非核平和等に関する交流 

アメリカのオレゴン州オンタリオ市と
の 1974年の姉妹都市提携後、親
善訪問団や派遣学生などの相互交
流をしている。ロシアやウクライナの
都市と姉妹都市・友好都市の関係
にはない。 

なし 
 

自治体から自衛隊への名簿提出に
ついて   

18歳と 2２歳の住民基本情報の自
衛隊への提出は 提出している 18歳のみ提出（実績） 

提出されている場合、その法的根
拠と、その提出形式。 

自衛隊法第９７条の規定（市長は、
政令で定めるところにより、自衛官
等の募集に関する事務の一部を行
うこと）及び自衛隊法施行令第１２０
条の規定（防衛大臣は市長に対し
自衛官等の募集に必要な報告又は
資料の提出を求めることができるこ
と）並びに個人情報の保護に関する
法律第２７条第１項第１号の規定（法
令に基づく場合は本人の同意を得
ないで個人データを第三者に提供
できること）により、紙資料での提供
を行っている。 

紙媒体 
自衛隊法 97条 1項及び同施行令
120条 
 

提出されている場合「除外申出」
できることの住民への周知とその
方法 

「大阪狭山市自衛官及び自衛官候
補生の募集対象者情報の除外申
請に関する要綱」に基づき除外申
請については、窓口あるいはマイナ
ンバーカードをお持ちの方はマイナ
ポータル上でオンラインにてできる
旨を、市ホームページ及び広報誌
で周知している。 

周知している（広報誌及びホームペー
ジ） 
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自治体 大阪狭山市 太子町 

被爆者数 不明 １人 

内認定被爆者数 ２６名（原爆被爆者見舞金支給者数） １人 

被爆者団体名 
なし（原爆被爆者見舞金を支給。広
報にて周知。） なし 

被爆者援護施策 
なし（原爆被爆者見舞金を支給。広
報にて周知。） 

太子町心身障害者(児）等給付金 
(４,５００円/年） 
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自治体 河南町 千早赤阪村 

担当課 人権男女共同社会室 総務部総務政策課 

被爆８０年の今年の特別の取り
組み 
日本被団協のノーベル平和賞受
賞に関連して、貴自治体として
のイベントや取り組みの有無 
 

特になし 
 

特になし 

財政難やコロナ禍の下、貴自治
体における非核・平和施策を実
施される上での問題点や工夫さ
れた点 

特になし 
 

特になし 

児童、生徒、住民及び職員への
啓発活動や施策内容（平和学習
や広島長崎等への研修旅行につ
いてのサポート等） 

原爆投下日及び終戦記念日に黙とう 

小中学校で日常的に人権学習の授
業を行っており、その中で平和学習
に関するトピックを取り扱う授業に取
り組んでいる。 

常設の非核・平和資料館または
施設 

モニュメントの維持管理は町で行って
いる。 

施設なし 

住民や団体が実施するピースフ
ェスタ、国民平和大行進等、草
の根運動への後援・施策や対応 

特になし 
村長からのメッセージを代表者に送
付（国民平和大行進） 

予算 特になし 予算計上なし 

日本非核宣言自治体協議会への
加盟状況 

未加入 加盟していない 

首長や自治体としての非核・平
和問題、核兵器禁止条約につい
ての取り組み状況 

８月に平和パネル展示 
令和元年度、平和写真パネル展を
実施（令和 2年度以降、コロナの影
響により実施していない） 

政府に対して核兵器禁止条約の
署名・批准を求める、貴自治体
の議会での意見書採択等、今後
なさる予定 

核兵器禁止条約の日本政府の署名と
批准を求める意見書」平成 30年 9月
5日提出 

特になし 

福島原発事故被災者関係   

①避難者数 ０人 ０人 

②被災・避難者に対する対応 特になし ０人のため対応なし 

放射線測定器の所有の有無及び
種類、活用状況 

  

①消防署での所有の有無と種類 災害救助活動車両用 所有なし 

②自治体での所有の有無と種類 なし 所有なし 

③市民への貸出状況 なし なし 

④活用状況 なし なし 

地下核実験や未臨界核実験等へ
の抗議状況 

  

地下核実験や未臨界核実験等へ
の抗議状況 

なし 特になし 

②ロシア政府のウクライナ侵攻
について、貴自治体及び議会で
の抗議状況や対応について 

「ウクライナ侵攻について（抗議）」令和
４年３月３日 
「ロシアによるウクライナへの侵攻を強
く非難する決議」令和 4年３月４日 

村議会にて、「ロシアによるウクライナ
への侵略を強く非難する決議につい
て」の議案をあげている。 

ウクライナに対する支援などの
対応について 

救援金  
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自治体 河南町 千早赤阪村 

イスラエルによるガザ地区に対
するジェノサイドについての抗
議や中東での紛争についての抗
議状況及び取り組み 

特になし 

小学校生徒に「ガザ地区の様子」の
動画視聴を通して、子どもの権利条
約について考えさせる授業を行って
いる。 

姉妹都市・友好都市との国際交
流や非核平和等に関する交流 

なし 
台湾屏東県内埔郷と令和５年９月６
日に友好交流協定締結。小学校に
おいてオンライン交流実施。 

自治体から自衛隊への名簿提出
について   

18歳と 2２歳の住民基本情報
の自衛隊への提出は 

提出している 
令和 4年度より、関係法令に基づき
申請があった 18歳の名簿につい
て、提供している。 

提出されている場合、その法的
根拠と、その提出形式。 

地方自治法施行令第１条並びに自衛 
隊法施行令第１２０条 
紙媒体 

紙媒体にて提供。 

提出されている場合「除外申
出」できることの住民への周知
とその方法 

除外申し出についてホームページと町
広報誌で周知。 

特にしていない 

被爆者数 不明 不明 

内認定被爆者数 不明 不明 

被爆者団体名 特になし なし 

被爆者援護施策 特になし なし 

  


